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1． 中小企業共通EDI仕様策定の狙い
現在中小企業間取引で広く利用されているFAXは世界中どこへでも繋ぐことができる。近年中小企業へも普及し始めた電子メールもFAX同様どこへでもつながる。
これに対しこれまで提供されたEDIは特定の企業間、または業界内での接続に限定されており、FAXや電子メールのような汎用的な相互接続サービスを提供できておらず、多画面問題のようなマイナスの影響を与える存在になっている。
このような現状を打開しFAXと同等の汎用的な相互接続性を提供できる共通EDIの実用化を目指して中小企業共通EDI仕様が策定された。
中小企業共通EDI仕様は次の課題の解消を狙いとしている
1 大企業と中小企業間取引の多画面EDI問題解消
2 大手企業と中小企業間、中小企業相互間のFAX取引の共通EDI化

2． 狙い実現のための実装について＜EDIサービスプロバイダーの視点＞
初期のEDIや WEB-EDIの接続は発注企業の仕様に受注企業が合わせる形で展開してきた。その結果受注企業は発注企業の多様な個別EDI仕様への対応を求められることになり、多画面問題が引き起こされることになった。中小企業共通EDI仕様の実装に際しては、この問題解消のために次のような配慮が必要である。
（１）共通EDIプロバイダー経由のシングルインターフェース接続サービスの提供
中小企業共通EDI仕様は共通EDIサービスプロバイダー（以下共通EDIプロバイダーと呼ぶ）が実装し、発注企業、受注企業が、共通EDIプロバイダー提供のWEBサイトを経由するシングルインターフェース接続で共通EDIを利用できるようにすることを前提とする。
共通EDIプロバイダーが受注企業向けWEBサイト経由のシングルインターフェース接続サービスを提供することにより多画面問題は解消する。
（２）共通EDIプロバイダーによるメッセージ変換サービスの提供
多画面問題は多様な発注企業のWEBサイトへログインを求められる不便さだけでなく、発注企業固有のEDIメッセージフォーマットを個別に変換することが必要になり、これが受注企業にとっては大きな負担となっている。中小の受注企業にこのような個別変換を求めることは困難であり、EDI普及の大きな阻害要因になっている。
共通EDIプロバイダーが多様な発注企業固有の発注メッセージのフォーマット変換サービスを提供すれば、受注企業は自社の受注アプリケーションがインポート可能なフォーマットで注文メッセージを変換なしでそのまま受信できる。これにより多画面問題は解決する。
（３）共通ESP-ASPによる発注企業のEDIアウトソーシング
受注企業が多数の発注企業の注文情報をシングルインターフェースで受信するためには発注企業が共通EDIプロバイダーを利用することが前提となる。そのためには発注企業に対する共通EDIプロバイダー利用のメッリト提供が必要になる。これまで大手発注企業は受注企業の状況に応じて多様な注文情報送信手段を準備しなければならなかった。これらの多様な注文情報送信手段を一括して共通EDIプロバイダーへアウトソーシングできれば発注企業にとってのメリットを提供できる。
またこれまでの業界EDIは自社の注文情報フォーマットを業界EDI標準に変換して送信する必要があった。発注企業の自社発注フォーマットの変換機能を共通EDIプロバイダーへアウトソーシングできれば発注企業のEDI導入の負担はさらに低減できる。
中小規模の発注企業にとっても、このような共通EDI変換サービスが利用できればFAX発注を共通EDI発注に容易に切替えできるようになる。
（４）発注企業・受注企業の取引情報フォーマット
共通EDIプロバイダーのフォーマット変換サービスを利用すれば、発注企業・受注企業は自社の業務アプリケーションがインポート、エクスポート可能なフォーマットでEDI送受信することが可能になる。
中小企業が利用している業務アプリケーションは一般的にCSVフォーマットでデータのインポート、エクスポートが可能なものが多いので、中小企業EDI導入企業はCSVフォーマットで共通EDIプロバイダーと通信することを基本仕様と想定している。共通EDIプロバイダーは受信したCSVフォーマットデータを中小企業共通EDI仕様に変換し、これを受注企業のCSVフォーマットに再変換して提供する。
大手企業はすでに業界EDI標準フォーマットや自社固有仕様フォーマットでEDI導入しているケースが多いので、共通EDIプロバイダーはこれらの発注企業各社のデータフォーマットを中小企業共通EDI仕様に変換するサービスを提供することが期待されている。共通EDIプロバイダーは変換した中小企業共通EDI仕様をCSVフォーマットに再変換して中小企業受注企業へ提供する手順は同様である。
将来XMLフォーマットでEDIメッセージをインポート、エクスポートできる中小企業向け業務アプリケーションが普及した段階ではXMLフォーマットによる送受信も検討する必要がある。
（５）共通EDIプロバイダー間の接続
共通EDIプロバイダーは相互に接続し、中小企業共通EDIメッセージの交換を行うサービス提供が求められる。これは発注企業が特定のEDI-ASP接続を要求することから生じる多EDI-ASP問題の発生を防止するための必須の条件である。
共通EDIプロバイダー間の連携が実現すれば発注企業、受注企業は一つの共通EDIプロバイダーと契約すれば、異なる共通EDIプロバイダーと契約している取引先企業とのEDIメッセージ交換も可能となる。
電話網やインターネットではこの条件がすでに満たされており、世界中どこへでも接続できる。EDIについても同レベルの相互接続性を実現しなければFAXや電子メールを超える普及を実現することはできない。
EDI-ASP間のEDIメッセージ交換には中小企業共通EDI仕様が利用される。EDI-ASP間の通信仕様は当事者間の協議に任されている。

中小企業共通EDIネットワークの目指す姿を次に示す。
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【図１】中小企業共通EDIネットワークのイメージ

（注）EDIプロバイダー間接続については「業界横断EDI仕様v1.1ビジネスインフラガイドブック」第4編業界横断EDI仕様v1.1ソリューションガイドライン（2012年3月：次世代EDI推進協議会）参照

3． 中小企業共通EDI仕様の導入について＜ユーザー企業の視点＞
中小企業共通EDI仕様は取引プロセスごとにEDIメッセージを提供している。現実の企業間取引で利用されている取引情報項目は多様であり、業界・業種・企業ごとに固有の取引プロセスや取引情報項目が利用されている。そこで中小企業EDI仕様として提供されているEDI仕様と現実の取引仕様とのマッチングが必要になる。マッチングに求められる留意事項を解説する。
（1） 業種拡張版の選択
中小企業共通EDI仕様v2.0では次の業種別拡張版が準備されている。
1 中小企業基本仕様
2 中小製造業拡張版仕様
3 中小商社購買拡張版仕様
中小企業基本仕様は市販の注文伝票（コクヨ伝票など）に記載されているすべての企業間取引に利用される基本的な取引情報項目を抽出して策定されている。中小製造業拡張版仕様や中小商社購買拡張版仕様にはそれぞれの業界取引に固有の取引情報項目が基本仕様に追加されている。
中小企業共通EDI仕様の導入を検討する際には取引企業が所属する業界拡張版仕様を選択し、自社の取引仕様とのマッピングを実施する。マッピングできない条件が生じた場合の対応については後述する。
また、該当する業界拡張版仕様が存在しない場合には中小企業基本仕様をベースにして当該業界固有情報項目を追加した新しい業界拡張版を策定し、SIPSへ追加登録する。
（2） 取引プロセスの選択
企業間取引プロセスは注文→納入→請求・支払いの一連の取引情報交換から構成されている。業界によってはこれ以外の取引情報の交換を行っているケースも多い。
中小企業共通EDI仕様v2.0では次の取引プロセスのEDIメッセージ仕様を策定した。中小企業拡張版仕様ではこれらの中から適切な取引プロセスを選択して組み合わせている。
1 見積プロセス：見積依頼メッセージ／見積回答メッセージ
2 注文プロセス：注文メッセージ／注文回答メッセージ
3 出荷プロセス：出荷案内メッセージ
4 検収プロセス：検収連絡メッセージ
5 請求プロセス：請求メッセージ
現実の取引においてはこれらの取引プロセスをすべてEDI化する必要はなく、EDI化することで最も効果の上がる取引プロセスから取り組むことが推奨される。特に中小企業取引においては発注企業、受注企業の社内ITシステムの整備が十分でなく、取引情報をすべてデジタル化しても活用できない場合が多いからである。
（3） 検収・請求プロセスの選択
検収・請求プロセスには次の2つの手順があり、いずれも一般的に利用されている。どちらの手順を利用するかを取引当事者間で協議し明確にする必要がある。
1 受注者が発注者に対して請求を行う
2 発注者が受注者に対して検収一覧を示し、支払予定を通知する
①の手順は中小企業間取引で一般的に利用されている。検収プロセスは利用しない。
②の手順は大企業の取引で多く利用されている。検収プロセス→請求プロセスの手順で利用する。
（4） 取引メッセージの情報項目マッピング
中小企業取引は紙帳票が利用されているので、紙帳票に記載されている情報項目と中小企業共通EDI仕様の情報項目とのマッピングを行う。中小企業共通EDI仕様の情報項目をすべて利用する必要はなく、これまで紙帳票に記載している情報項目のみをマッピングして利用すればよい。逆に中小企業共通EDI仕様に無い情報項目が紙帳票に存在する場合、この情報項目の処置を決めなければならない。このような情報項目は次のように分類できる。
1 業界・業種として汎用的に利用されている取引情報項目
2 自社の取引上、取引先に伝達が必要な自社固有の取引情報項目
3 自社の社内管理用として必要だが、取引先に伝達の必要はない情報項目
4 削除しても良い情報項目
①の取引情報項目は業界として合意の上、SIPSへ追加登録申請する。
②の取引情報項目は注釈項目などを利用して処理することができるが、取引必須の情報項目であるかの再評価が望まれる。
③の取引情報項目は納品物に添付される指定納品書や指定現品票に印刷されるケースが一般的である。企業間取引をEDI化しても納入時に納入品に添付される納品書などは紙帳票のまま利用されることになる。発注者の指定帳票類を利用する場合はEDI化を行うと発注者が印刷して提供できなくなるので、受注者の負担無く印刷する手段を提供することが必要になる。受注者はこの情報項目を社内システムに取り込むことなく捨てることになる。

4． 中小企業共通EDI仕様の利用上の留意点
中小企業共通EDI仕様の利用法について留意が必要な事項について解説する。
（1） EDIメッセージの策定とEDI情報項目(BIE)について
SIPS業界横断EDI仕様のEDIメッセージはUN/CEFACTのEDI情報項目辞書であるCoreComponentLibraly(CCL）に登録されたEDI情報項目(BIE)から選択し、これを組合せて構成されており、国際EDI標準に完全準拠のEDI仕様である。
新しい業界拡張版を策定する場合には業界固有の情報項目に該当するCCLのEDI情報項目(BIE)を選択し、業界横断EDI基本仕様に追加してSIPSに申請し登録する。
業界固有の情報項目がCCLに見つからない場合は、その情報項目が汎用的であり、国際標準化してCCLに追加すべきかどうかをSIPSで審議する。審議の結果、CCLに追加すべきと判断された場合はSIPSよりUN/CEFACTへ追加登録申請を行う。CCLへの追加登録を保留する判断となった場合は、注釈項目などを利用してEDIメッセージに組み込むことになる。（後述）
（2） 繰り返しのあるEDI情報項目(BIE)について
業界横断EDI仕様はメッセージ構造としてXMLスキーマを想定しているので、繰り返しのあるEDI情報項目(BIE)についてはそのクラスを繰り返すことにより、複数のデータをメッセージに組み込むことができる。
中小企業共通EDI仕様v2.0は業界や企業固有のCCLに無い情報項目を取り扱えるようにするために次のEDI情報項目(BIE)クラスを準備した。
1 注釈クラス
2 明細注釈クラス
3 製品特性クラス
これらのクラスを利用するデータの内容は業界、または企業に任されているので、発注者、受注者間であらかじめ利用法についての取り決めを行っておく必要がある。
CSVフォーマットに変換する際にも留意が必要である。注釈項目や技術情報項目に意味づけを行った場合、CSVフォーマットではデータの順番で内容を指定することになる。発注者、受注者がCSVフォーマットで正しくデータの受渡しを行うためにはCSVデータの順番を間違えないように変換しなければならない。この要求を可能にするために中小企業共通EDI仕様v2.0では注釈識別子、明細注釈識別子、製品特性識別子をEDI情報項目（BIE）として準備した。
（3） EDIメッセージのフォーマットについて
SIPS業界横断EDI仕様はEDIフォーマットについての規定は行っていない。中小企業共通EDI仕様では共通EDIプロバイダー間のEDIメッセージ交換はXMLフォーマット、共通EDIプロバイダーと中小企業ユーザー企業間のEDIメッセージ交換はCSVフォーマットの利用を原則とする。すでにEDIを利用している大手ユーザー企業についてはすでに利用しているEDIフォーマットを共通EDIプロバイダーが中小企業共通EDI仕様に変換することを想定している。
（4） EDI情報項目(BIE)のデータ型補足情報について
EDI情報項目(BIE)にはデータ型補足情報を付加できる仕様となっているが、これまでの我が国業界EDI標準とは異なる仕様となっているので留意が必要である。
1) EDI情報項目(BIE)のデータ型補足情報
例えば国際企業コードには企業コード発番機関識別子、文字に関する情報項目(BIE)には言語コード、価格に関する情報項目(BIE)には通貨コードをデータ型補足情報として付加することができる。
数量に関する「単位」はデータ型補足情報であり、独立した情報項目(BIE)ではないことに留意する必要がある。
2) 桁数、文字属性の規定
我が国業界EDI標準が一般的に規定している桁数や文字属性については、これらを指定する仕様にはなっていない。文字属性については国際標準の文字コードを利用することを前提としている。中小企業共通EDI仕様ではUTF-8の利用を想定している。この場合半角文字と全角文字の混在が可能なのでEBCDICなどとの変換を行う場合は注意が必要である。
桁数についてはXMLスキーマによる可変長データ構造なので桁数制限の必要が無い。ただし、現在ユーザー企業で利用されている業務アプリケーションは取り込み桁数に制限があるケースが一般的なので、桁数についてのガイドラインが必要になると予想される。今後の検討課題である。

（5） 企業コードについて
発注者と受注者をEDIネットワーク上で識別するためには企業コード国際認定機関が付与した国際企業コードをEDIメッセージに付与して送受信することが必要になる。これまでの業界EDI標準では自社内で付与した企業コードを国際企業コードに変換してEDIメッセージ送信することが求められている。
中小企業共通EDI仕様v2.0ではユーザー企業は自社の企業コードでEDIメッセージを作成し、EDIネットワーク上で必要な国際企業コードへの変換は共通EDIプロバイダーが担当することを想定した。これにより中小企業が企業コード変換の負担無くEDIを利用することが可能となる。
（6） 多品一葉注文書と一品一葉注文書
企業間取引で利用されている注文書フォーマットには次の3つのタイプがある。
1 多品一葉注文書Aタイプ
2 多品一葉注文書Ｂタイプ
3 一品一葉注文書
多品一葉注文書は注文共通情報を記載したヘッダ部と注文明細情報を記載した明細部から構成される。ヘッダ部には注文書番号が付与されており、明細部には1行ごとに注文明細番号が付与される。
多品一葉注文書Aタイプは注文明細番号に行識別のための行番号を付与するケースである。多品一葉注文書Ｂタイプは注文書番号とは関係なくすべての注文明細をユニークに識別する注文明細番号を発注者が付与するケースである。
前者のケースでは注文明細をユニークに指定するためには注文書番号と行番号の複合キーにより指定しなければならない。後者の場合は注文明細をユニークに識別するキー番号は注文明細番号になり、注文書番号は単なる伝票番号の位置づけとなる。
一品一葉注文書は中小企業共通EDI仕様では多品一葉注文書の1行だけを利用するケースとして位置づける。具体的には行番号＝１を共通EDIプロバイダーがセットする。
注文書番号、注文明細番号は以降の取引プロセスの参照キー情報となるので、受注企業は発注企業の注文書のタイプを明確にして対応することが必要である。
（7） 注文キー番号の扱いについて
注文書の注文番号は、以降の取引情報交換文書においてオリジナル注文書との紐付けを行うためのキーとなる。現実の取引において注文番号の付与方式は複数あり、以降の取引においてオリジナル注文書を参照する方式も複数存在する。
代表的な参照キー番号管理方式を次に示す。
【方式１】取引文書に共通キー番号付与方式
【方式2】取引文書ごとに文書番号付与方式（キー番号は参照番号として利用）
【方式１】は注文→注文回答→出荷→検収などの一連の取引情報メッセージの管理キー番号として、発注者が注文情報で付与した注文番号を以降の取引メッセージでも継続して管理キー番号として利用する方式である。これまで我が国の多くの業界EDI標準が採用してきた方式であり、JEITAのEIAJやECALGAが代表例である。
【方式２】は取引で交換されるメッセージを文書と位置づけ、文書発行者が固有の文書管理番号を付与する方式である。他の取引文書との紐付けは参照する取引文書番号をキーとして参照する。明細項目がある場合はユニークな明細番号をキーとして参照する。この方式は海外取引で一般的に利用されている方式である。
中小企業共通EDI仕様v2.0ではいずれの参照キー番号方式も利用できるように配慮した。発注者、受注者はどの方式で参照キー管理を行うかを事前に合意してEDI取引を開始する必要がある。特に受注者にとっては発注者により異なる参照キー番号管理方式をどのように一元的に管理するかを決めなければならない。
（8） 注文変更の扱いについて
発注者は注文情報の発信後、諸般の事情で注文の変更が必要になるケースがある。注文変更のたびに、変更前の注文番号を取り消し、新しく変更後の注文番号を附番する管理方法もあるが、変更処理が面倒になる。
中小企業共通EDI仕様v2.0では注文変更を管理する情報項目を追加し、注文変更の際に注文番号を変えずに管理できるようにした。
1 注文状態区分コード：発注者が注文の状態（新規、変更、取消、打切り）を管理するために付番した区分コード
2 注文履歴番号：注文書の変更履歴を管理する番号
他の取引メッセージで元の注文を参照する場合は注文キー番号と注文履歴番号を参照することにより、変更後の注文をユニークに参照することが可能になる。
（9） 注文回答メッセージについて
業界によっては注文回答プロセスが無いケースもあるが、これらの業界では事前の内示情報や取り決めにより、注文受諾が保障されている。
これに対し中小企業取引では注文情報が、受注可否の問合せと一体になって利用されているケースが多く、この場合、受注者の注文回答により注文が確定するので、中小企業共通EDI仕様は注文回答メッセージを標準的に準備した。
注文回答には多様な条件が想定されるので「注文回答理由区分コード」「注文明細回答理由区分コード」により受注回答条件を示すことができるようになっている。
1) 「条件付受諾」のケース
受諾条件として「回答納期」「回答数量」「回答単価」を返信する情報項目が準備されている。「条件付受諾」回答の場合は、発注者はオフラインで受注者と協議し、合意した条件で注文変更を行う。
2) 「回答不可」のケース
「品番違い」のような注文エラーなどで回答不可の場合に利用する。受注者が注文エラー内容などを注釈項目で返信することも可能である。
（10） 受注者分納について
中小企業取引の場合、分納であれば注文受諾が可能となるケースが多い。このような利用を想定して中小企業共通EDI仕様v2.0では中小製造業拡張版に「受注者分納」を管理する情報項目を追加した。注文回答メッセージと出荷メッセージには「受注者分納区分」「受注者分納番号」「分納数量」が準備されている。
大手企業の取引では「発注者分納」が行われるケースがあり、大手業界の業界EDI標準には発注者分納手順を管理する情報項目が組み込まれている。しかし中小企業取引で発注者分納を利用するケースは少ないため中小企業共通EDI仕様v2.0への組み込みは行っていない。
（11） 区分コードについて
取引情報メッセージには様々な取引条件を指定するための情報項目として、各種の区分コードが準備されている。区分内容を企業ごとに異なった設定をすると不便なので大手業界EDI標準では区分内容を標準化している。しかし、業界ごとにその設定内容は異なっており共通して利用できる区分定義は存在しないので、中小企業共通EDI仕様v2.0では中小企業取引に利用される区分コードの内容定義を行うこととした。
中小企業共通EDI仕様v2.0の区分コードと区分定義を別表に示す。
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